
主要施策名：（２）水産業の振興

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

320-1 水産振興事業 農林水産政策課

321-1 水産資源保全事業 農林水産政策課

320-2 漁港管理事業 農林水産政策課

321-2 漁港整備事業 農林水産政策課

321-3 水産物供給基盤機能保全事業 農林水産政策課

事務事業本数：5

（１）漁業・水産基盤
の整備

③賑わいと活力
ある産業づくり

（２）水産業の振
興

（１）漁業・水産基盤
の整備

1



≪基本情報≫

□ □ ：

□

□ ■

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 3 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

33 ％

1,778 2,903 2,903

合　　　　　計 3,062 3,588 6,031 4,240

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.30 0.49 0.49

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,761

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,301 1,810 3,128 1,337 0

一般財源 1,021 1,568 1,434 887

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 280 242 1,694 450 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・水産連絡会議業務(総会により水産資源の計画の報告を行う。）
・海の羽根募金活動・清掃活動
・水産振興関係団体負担金事業（負担金を支出して、水産振興を支援
する。）

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 市水産連絡会議業務

② 海の羽根募金業務

③ 水産振興関係団体負担金事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

近年の漁場環境の悪化に伴い、本市の水産資源量が減少し、アサリ、海苔の主要水産物の漁獲量又は生産量が
低迷している。また質の高い生産と安全・安心な水産物を提供するためにも、市や漁業関係者による漁場環境の保
全や水産資源の回復等を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各漁協・漁業者・各種団体他

意図
（どのような状態にしたいか）

環境保全に対する意識の高揚と水産業の振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）水産業の振興
□ 該当施策区分

事務事業の名称 水産振興事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 前田　智範

事務事業コード 320-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
主要水産物であるアサリ貝等二枚貝の安定した漁獲量を確保していくため、干潟における保全活動や
覆砂等の実効性のある漁場環境の改善について、水産連絡会議において引き続き検討していく。

評価責任者

前田　竜哉

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

本市の主要水産物（アサリ）の漁獲量は干潟の改善により上昇傾向であるため、今後も現状のまま継続を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 玉名市内４漁協組合員数も高齢化や後継者不足により減少傾向にある。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

27 27 27

0 69 60
2 主要水産物の漁獲量 主要水産物（アサリ）の漁獲量 ｔ

27

215 212 211

215 212 211
1 漁協組合員数 4漁協の市内居住正組合員数 人

221

118.53% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

4,240

対象１単位あたりのコスト（千円） 612 718 1,005 848

H30年度予算

対象（ 水産振興団体負担金（団体） 5 5 6 5
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 3,062 3,588 6,031

コスト評価（対前年比） *** 85.34% （↓） 71.39% （↓）

0 0 0

水産振興関係団体負担金
事業

負担金を支出して水産振興を
支援する。

負担金支出団体数 団体 5 5 6 5

海の羽根募金業務
募金活動・ビニール袋や軍手
配布

募金金額 円 49,600

H28実績 H29実績 H30計画

市水産連絡会議業務
総会等により水資源の現状報告、水産振興事
業の計画の報告等を行う 総会等開催回数 回 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 3 目 2 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ ■ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

1,185 1,126 1,126

合　　　　　計 12,924 20,160 7,721 10,166

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.19 0.19

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,174

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,750 18,975 6,595 9,040 0

一般財源 9,500 15,520 6,595 9,040

0

その他 2,250 3,455 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・4漁協に対して補助金を交付し、漁場整備やアサリ稚貝や稚魚の漁場
放流等を行う。
・覆砂工事による漁場整備を行う。
・県と連携したアサリ生息状況調査や漁協と連携した漁港施設の清掃
活動を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 市アサリ稚貝育成事業

② 有明海クリーンアップ作戦支援業務

③ 稚魚放流事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

近年の漁場環境の悪化に伴い、本市の水産資源量が減少し、アサリ、海苔の主要水産物の漁獲量又は生産量が
低迷している。また質の高い生産と安全・安心な水産物を提供するためにも、市や漁業関係者による漁場環境の保
全や水産資源の回復等を図る必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各漁協・漁業者他

意図
（どのような状態にしたいか）

水産資源の回復・増大を図るとともに、漁場環境の保全及び漁業生産性の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 水域環境保全創造事業分担金徴収条例、アサリ稚貝育成事業要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）水産業の振興
□ 該当施策区分 （１）漁業・水産基盤の整備

事務事業の名称 水産資源保全事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 前田　智範

事務事業コード 321-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
市アサリ稚貝育成事業は、各漁協の実情に応じた活用し易いもので、取組効果が向上する内容へと交
付要領等の大胆な見直しが必要である。また県営覆砂事業は、事業費の一部を負担する漁協が取り
組み易い規模で実施できための県協議等が必要である。

評価責任者

前田　竜哉

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市管内の各漁協から、市アサリ稚貝育成事業を漁業活動において、広域的に使用できるように要望が上がっており、平
成３１年度から実施できるように要領の見直しを行っている。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

145000 145000 145000

146,964 152,484 157,232
2 海苔生産量 海苔生産枚数 千枚

145000

27 27 27

0 69 60
1 水産物漁獲量 主要水産物（アサリ）漁獲量 ｔ

27

75.95% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

10,166

対象１単位あたりのコスト（千円） 3,231 5,040 1,930 2,542

H30年度予算

対象（ 市アサリ稚貝育成事業（各漁協） 4 4 4 4
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 12,924 20,160 7,721

コスト評価（対前年比） *** 64.11% （↓） 261.11% （↑）

1,300 1,300 1,300

稚魚放流事業
漁協に補助金を交付し、鮎・鰻・手長えび等の
稚魚を放流させる。 稚魚放流量 匹 525,315 615,927 770,628 600,000

有明海クリーンアップ作戦
支援業務

漁協と連携した漁港とその周辺で
の清掃活動を行う。

活動従事者数 人 1,300

H28実績 H29実績 H30計画

市アサリ稚貝育成事業
漁協に補助金を交付し、海底耕うんや有害生
物除去等の漁場保全活動、覆砂等の着床施
設の整備を支援する。

補助金交付漁協数 漁協 4 4 4 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 3 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

2,666 1,126 1,126

合　　　　　計 5,733 5,851 4,674 5,559

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.45 0.45 0.19 0.19

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 2,642

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,091 3,185 3,548 4,433 0

一般財源 3,006 3,185 3,514 4,390

0

その他 85 0 34 43 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・しゅんせつ船を所有する滑石漁協へ補助金を交付し、滑石漁港の港
内及び航路を浚渫させる。
・台帳システムで漁港に関するデータ管理を行う。
・小規模な施設補修等を行う。
・漁港施設内を占用する者に対する許認可を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① しゅんせつ機管理補助事業

② 漁港維持管理事業

③ 漁港施設占用許可業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市が管理する漁港や避難港の港内又は航路等の堆積土が漁業活動の支障となり、作業効率や安全性を低下させ
てしまう恐れがある。また、各施設の老朽化よる危険箇所等も見受けられることから、劣化状況に応じた補修等の適
切な維持管理を行う必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各漁港施設、漁業者

意図
（どのような状態にしたいか）

各漁港施設の適正管理と機能維持を図り、漁業活動の効率化と漁業者の安全を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 漁港漁場整備法、玉名市漁港管理条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）水産業の振興
□ 該当施策区分

事務事業の名称 漁港管理事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 前田　智範

事務事業コード 320-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
利用者が安全に利用できる施設として、引き続き事後保全ではなく予防保全に努め適切な管理を継続
していく。

評価責任者

前田　竜哉

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名漁港（滑石地区）の泊地内土砂については、毎年しゅんせつを行うしか改善方法はないと思われるため、現状のまま継続
して実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

2,600 2,600 2,600

2,600 2,600 2,600
1 しゅんせつが必要な面積 しゅんせつ面積 ㎥

2,600

58.54% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

5,559

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 183 59 101

H30年度予算

対象（ しゅんせつ回数 0 32 79 55
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 5,733 5,851 4,674

コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 309.04% （↑）

1 1 1

漁港施設占用許可業務
漁港施設の維持管理や軽微な
施設の補修を行う。

補修等箇所数 件 11 5 4 5

漁港維持管理事業
全漁港の台帳データシステム
整備を行う。

台帳補正件数 箇所 1

H28実績 H29実績 H30計画

しゅんせつ機管理補助事
業

滑石漁協に補助金を交付し、しゅんせつ船の
管理及びしゅんせつ工をさせる。 しゅんせつ回数 回 0 32 79 55

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 3 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

28 ％

-

1,778 1,718 1,718

合　　　　　計 12,962 13,569 13,409 14,218

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.30 0.29 0.29

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,761

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 11,201 11,791 11,691 12,500 0

一般財源 7,301 8,571 8,841 4,350

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 5,300 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 3,900 3,220 2,850 2,850 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名漁港（滑石）物揚場嵩上工事
　延長Ｌ＝162ｍの一部
・新川漁港内泊地浚渫に伴う土質調査等委託業務
・玉名漁港（滑石、大浜）泊地浚渫に伴う深浅測量委託業務

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 【漁港冠水対策】滑石漁港整備事業（物揚場）

② 新川漁港整備事業（浚渫等）

③ 玉名漁港（滑石、大浜）深浅測量業務委託事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市が管理する水産業の拠点施設としての機能と役割を持つ漁港は、これまでも基本計画に即して整備又は管理して
きた。今後も、外郭施設、輸送施設、水域施設等で老朽化や災害等で水産基盤施設としての機能、安全性及び利便
性等の低下した箇所や未整備箇所について、順次、整備していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

各漁港施設、漁業者

意図
（どのような状態にしたいか）

水産基盤施設としての機能を維持し、漁業活動の効率化と安全性を向上させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 漁港漁場整備法、玉名市漁港管理条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）水産業の振興
□ 該当施策区分 （１）漁業・水産基盤の整備

事務事業の名称 漁港整備事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 前田　智範

事務事業コード 321-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
引き続き水産拠点施設を機能が十分に発揮されるよう国県補助金等を活用し、計画的な施設整備に
取り組むこととする。

評価責任者

前田　竜哉

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

県交付金も減少傾向ではあるが、漁港整備は地域水産業の発展のためにも重要である。
今後5年間で漁業者及び漁船数の推移を調査し、事業の検討を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 漁業者の高齢化や後継者不足により、漁船隻数も減少にある。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

650 650 650

650 649 643
1 漁港利用漁船等隻数 漁港利用漁船等隻数 隻

650

94.31% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

14,218

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 13,409 14,218

H30年度予算

対象（ 漁港施設 0 0 1 1
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 12,962 13,569 13,409

コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

― 1 ―

玉名漁港（滑石、大浜）深浅測
量業務委託事業

委託により漁港内しゅんせつ土砂
の堆積状況調査を行う。

委託件数 件 ― ― 2 2

新川漁港整備事業（浚渫等）
委託により土質調査及び工事
設計を行う。

委託件数 件 ―

H28実績 H29実績 H30計画

【漁港冠水対策】滑石漁港整
備事業（物揚場）

物揚場嵩上工事を行う。 工事箇所数 箇所 ― ― 1 ―

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 3 目 4 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

50 ％

－

2,370 2,311 2,311

合　　　　　計 161,979 207,631 198,421 302,311

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 0.39 0.39

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 2,348

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 159,631 205,261 196,110 300,000 0

一般財源 79,817 102,631 98,055 15,000

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 135,000 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 79,814 102,630 98,055 150,000 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容 各漁港の機能保全計画を策定し、それに基づく機能保全対策を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 水産物供給基盤機能保全事業 (28繰）

② 水産物供給基盤機能保全事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H25 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

これまで整備された多くの漁港施設が老朽化とともに更新を必要としていることから、管理を体系的にとらえた計画
的な取組みにより、施設の長寿命化を図りつつ更新コストの平準化・縮減を推進する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

漁港施設

意図
（どのような状態にしたいか）

各漁港の機能保全に必要な整備により、漁業活動の効率性や安全性の維持及び施設寿命の延命化や更新コスト
の平準化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 漁港漁場整備法、玉名市漁港管理条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市水産供給基盤機能保全事業基本計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）水産業の振興
□ 該当施策区分 （１）漁業・水産基盤の整備

事務事業の名称 水産物供給基盤機能保全事業
所管課 農林水産政策課

評価者（担当者） 前田　智範

事務事業コード 321-3 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
引き続きストックマネジメント計画に沿って施設の長寿命化を図り、国県補助金等を活用し、各機能の
維持・保全に取り組むこととする。

評価責任者

前田　竜哉

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

平成３２年度までは機能保全計画に基づき、各漁港の泊地しゅんせつを優先的に実施しているが、平成３３年度から施設改修
に移るため、今後の計画を各漁協と協議し、現状のまま継続して実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

1 1 1

2 1 1
2

機能保全計画に基づき補修・保全した施設
数

機能保全計画に基づき補修・保全した
施設の累計

箇所
2

100 100 100

100 100 100
1 機能保全計画策定率

機能保全計画策定済漁港数／漁港数
×100

％
80

65.63% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

302,311

対象１単位あたりのコスト（千円） 161,979 207,631 198,421 302,311

H30年度予算

対象（ 漁港施設 1 1 1 1
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 161,979 207,631 198,421

コスト評価（対前年比） *** 78.01% （↓） 104.64% （↑）

― 1 ―
水産物供給基盤機能保全
事業

大正開漁港機能保全計画に基づき機能保全
対策(航路浚渫工事)を行う。 工事個所数 箇所 ―

H28実績 H29実績 H30計画

水産物供給基盤機能保全
事業 (28繰）

大正開漁港機能保全計画に基づき機能保全
対策(航路浚渫工事)を行う。 工事個所数 箇所 ― 0 1 ―

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】
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【２７】
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